
標準様式第２号（第８条関係） 

 

簡易公募型プロポーザル方式による提案書募集に関する公表 

 

 次のとおり提案書を募集します。 

 

  令和６年１１月８日 

                             足立区長 近藤 弥生 

１ 業務概要 

 

（１）業務名 

   ＳＳＲ（不登校未然防止の為のスモール・ステップ・ルーム）空間創造委託 

＊ＳＳＲとは、学級に入りづらいと感じた生徒が、ソファや観葉植物等が設置され、心を落ち

着かせることのできる空間で、自分に合ったペースで学習・生活できる教室のこと。 

 

（２）業務目的 

生徒達が安心し、落ち着いて過ごすことができるＳＳＲを全ての中学校に段階的に整備し、多

様な対策に関わらず増加傾向にある不登校を未然に防ぐ。 

利用する生徒達が安心し、落ち着いて過ごすことができる空間を創ることを目的とし、委託事

業者選定にあたる。なお、区として特に以下の点に留意する。 

① 生徒が学校における自分の居場所として、落ち着き、安心して過ごせる空間であるか 

② 各部屋の形状、その他の諸条件に適うものであるか 

③ コストは妥当であるか 

 

（３）業務内容 

  区内中学校６校のＳＳＲ空間創造委託。 

  ア ＳＳＲ設置校（６校） 

   足立区立第五中学校、足立区立第十二中学校、足立区立新田中学校、 

   足立区立鹿浜菜の花中学校、足立区立東島根中学校、足立区立西新井中学校 

イ ＳＳＲ設置校の現地確認 

各校のＳＳＲに転用する部屋を現認し、各部屋の広さ、形状、その他の諸条件（例えば採光、

プライバシーの確保や、固定棚の有無等）を確認する。 

＊現在、各部屋には机等が置かれているが、固定棚等を除き、全て撤去したうえで、今回新た

に調達する家具等を設置する。なお、学校が引き続き活用を希望する物品がある場合につい

ては、別途、通知する。 

ウ 各校ＳＳＲのレイアウト案の作成 

現認した部屋の状況等を踏まえ、配置する物品、置き場所等のレイアウト案を作成し、教育指

導課に提示する。空間には「個別学習」、「共同作業」、「リラックス」の３つの要素を配すること

とする。またその際、所要額、調度品の一覧表（メーカー、品名、型番、耐用年数を明記のこと）

を合わせて提示する。 

エ レイアウト案の修正 

教育指導課、学校と協議し、必要に応じてレイアウト案を修正し、所要額と共に再提示する。 

オ 審査委員会の事務資料作成 

審査委員会実施に係る資料等を作成する。 

カ 審査委員会への出席 

  審査委員会に出席し、空間創造案を説明し、質疑に応じる 

キ 空間創造 

選定された事業者は、指定された期日までに、指定場所にて物品の配置、装飾、ほか空間創造

作業を行う。作業終了後、部屋の写真を撮影し、教育指導課に送付する。 

ク 完了検査への立ち合い 

ケ 修正協議と修正作業 



  現地検査後、必要に応じ、空間の修正について協議し、修正作業を行う。 

（４）履行期間 

契約確定日から令和７年５月７日 

 

２ 提案限度価格等 

（1）提案限度価格 

 ４，８６０，０００円（消費税込） 

※ この金額を上回った場合はその時点で失格とする。 

 

（2）最低制限価格 

     なし 

 

３ 資格要件、選定基準及び評価基準 

（1）提案書の提出者に要求される資格要件 

ア 当該業務における足立区での競争入札参加資格を有していること。なお、足立区での競争入

札参加資格を有しない者は、以下に掲げる書類を提出すること。 

ａ 履歴事項全部証明書（登記簿謄本、発行後３か月以内のもの。参加者が法人の場合に限る。） 

ｂ 営業所表（標準様式第５号） 

ｃ 委任状（標準様式第６号。対象業務において代理人を置く場合に限る。） 

ｄ 身分証明書及び登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人、被補助人、任

意後見契約の本人とする記録がないことの証明書で、発行後３か月以内のもの。参加者が個

人の場合に限る。） 

ｅ 住民票の写し（発行後３か月以内のもの。参加者が個人の場合に限る。） 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１

１第１項において準用する場合を含む。）の規定に該当しないこと。 

ウ 公表日以後に足立区競争入札参加停止及び指名停止措置要綱に基づく指名停止を受けてい

る期間がないこと。 

エ 国若しくは他の自治体から入札参加停止及び指名停止の措置を受けていないこと。 

オ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法または日本国憲法の下に成立した政府を暴力

で破壊することを主張する政党その他の団体に属する者が実質的に経営に関与し、または当該

者を相当の責任のある地位にある者として使用している者でないこと。 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する団体および警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者またはこれに準ず

る者として、区長に対し、区発注の契約について排除要請があり、当該状態が継続している者

でないこと。 

キ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に定め

る無差別大量殺人行為を行った団体またはこれら団体の支配若しくは影響の下に活動している

ものと認められる団体に属する者が実質的に経営に関与している者または当該者を相当の責任

のある地位にある者として使用している者でないこと。 

ク 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされていないこと。 

ケ 民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

コ インテリア関係の有資格者（インテリアコーディネーター、インテリアデザイナーなど）が

自社に在籍、または有資格者と契約していること。 

 

（2）提案書の提出者が、契約締結までの間に上記（１）の資格要件を有しなくなった場合は、その

時点で失格とする。また、提出された書類に虚偽があった場合についても、同様とする。 

 

 

 

 

 



 

（3）提案書を特定するための評価基準 

下表の通り。なお、提案書特定時、ヒアリングまたはプレゼンテーション等を実施する。 

評価項目 評価の視点 評価配分 指   標 

業務遂行能力 
従事する人員の質や体制などは妥

当か 

１０％ 
業務の実施体制 

提案内容の的確性 

生徒が落ち着き、安心できる空間で

あるか 
３５％ 

部屋全体の雰囲気 

各部屋の形状、その他の諸条件に適

うものであるか。家具配置等に係る

安全に配慮されているか 

２０％ 
創意工夫があり内容は

妥当か 

レイアウト校正の過程、調度品搬

入手順は妥当か 
１０％ 

実施フロー又は工程表

の妥当性 

コスト コストは妥当か １０％ 提案見積価格 

法令遵守 
個人情報保護、ほか契約履行に関す

る対策を講じているか 
５％ 

各種内規の内容は妥当 

か 

説得力 
説明に説得力があるか 

論理的か 

１０％ 

ヒアリング内容（プレゼ

ンテーション等） 

プレゼン等における説明

能力や業務への意欲、論

理性、態度、資料の正確性

等について 

協調性 冷静に議論できるか 

資料調製力 
打合せ資料・報告書が分かり易い

か、誤字・脱字は少ないか 

合  計  １００％  

加
点 

業者及び業務の条件  合計点に以下を加点（％） 

区内に本店があり、対象業務が区内である ５％ 

区内に本店があり、対象業務が区外である ４％ 

区内に支店があり、対象業務が区内である ３％ 

区内に支店があり、対象業務が区外である ２％ 

 

   

４ 手続き等 

（１）担当課 

〒１２０－８５１０ 足立区中央本町１－１７－１ 

足立区 教育指導部 教育指導課 教育指導係 

【担当】加藤、草野 

【電話】０３－３８８０－５９７４ 

【ＦＡＸ】０３－３８８０－５６０６ 

【Ｅメールアドレス】kyo-sidou@city.adachi.tokyo.jp 

 

（２）説明書の交付期間、場所および方法 

ア 交付期間 令和６年１１月８日（金）から令和６年１２月４日（水）午後５時まで 

イ 交付場所 ４（１）に同じ。 

ウ 交付方法 希望者に直接交付する。 

 

（3）参加表明書及び提案書の提出期限並びに提出場所及び方法 

ア 提出期限 令和６年１２月５日（木） 午後５時まで 

イ 提出場所 ４（１）に同じ。 

ウ 提出方法 書類を持参 



 

５ その他 

（1） 提出期限までに参加表明書を提出しない者及び提案書の提出者に選定された旨の通知を

受けなかった者は、提案書を提出することができないものとする。 

（2）参加表明書及び提案書の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とする。 

（3）参加表明書及び提案書に虚偽の記載をした場合には，参加表明書及び提案書を無効とす

るとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止措置を行うことがある。 

（4）提出された参加表明書は返却しない。 

（5）特定されなかった場合に、提案書の返却を希望する者は、その旨を提案書提出の際に申

し出るものとする。返却を希望する申出がない場合は、返却要請の意志がないものとみな

す。なお、提出された参加表明書及び提案書は、提出者に無断で使用しない。 

（6）提出期限以降における参加表明書及び提案書の差換え及び再提出は認めない。 

(7) 被特定者が失格し、又は正当な理由がなく契約締結を辞退したことにより区に損害を与えた場

合には、損害賠償を請求する場合がある。 

(8) 被特定者が正当な理由がなく契約締結を辞退した場合は、区長はプロポーザル参加資格を停止

する措置を行うことがある。あわせて、指名停止措置を行うことがある。 


